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林　洋一郎＊・今井裕紀＊＊

職務態度概念の多様化と課題

Diversification of Job Attitudes Concepts and Its Challenges

Yoichiro Hayashi and Hironori Imai

Job attitudes are umbrella terms under which an array of psychological concepts

has been explored. The purpose of the present study is to outline representative

job attitudes in the area of industrial and organizational psychology. Among

those concepts, we addressed job satisfaction, organizational commitment, job

embeddedness, social exchange relevant variables, and other variables. Specifically,

perceived organizational support, exchange quality, affective commitment,

trust, and psychological contract are considered social exchange relevant and

organizational identification, engagement, job involvement, justice, psychological

empowerment, and person-environment fit are addressed as other variables. We

critically discuss the current state of research on job attitudes, suffering from

conceptual proliferation. The need to reorganize the proliferating concepts of job

attitudes from a theoretical perspective was pointed out.

＊ 慶應義塾大学
＊＊ 新潟国際情報大学
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職務態度概念の多様化

職務態度（job attitudes）とは，産業・組織心理学領域においては，伝統的

な研究主題であり，これまで数多くの研究が発表されてきた (Judge et al.,

2012; 2017)．

態度とは，心的傾向（psychological tendency）であり，ある特定の対象

や実体に対する好きや嫌いをともなう評価と定義される (Eagly & Chaiken,

1993)．この定義は，態度が特定の対象に対する評価であり，誘引性

（valence）があることを示している．つまり，肯定的あるいは否定的と

いった方向性があり，極端に良い，若干悪いというような強度に違いがあ

る．そして職務態度とは，組織や職務などに関連する対象に向けられた概

念である．

この定義に従えば，職務態度は多様な概念を包含することになる．実

際，Bowling et al. (2020) は，職務満足感（job satisfaction），組織コミット

メント（organizational commitment），組織サポート（perceived organizational

support），組織同一化（organizational identification），従業員エンゲージメン

ト（employee engagement），職務関与（job involvement），公正さ（Justice /

fairness）を職務態度であると主張している．一方で，Judge et al. (2012;

2017)は，職務満足感（job satisfaction）と組織コミットメント（organizational

commitment）というふたつの概念に限定をして職務態度を捉えようとして

いる．

このように職務態度が含む概念領域については統一した見解が得られ

ていない (Bowling et al., 2020)．しかし，職務態度は，職場における行動

やアウトカム，具体的には職務業績（job performance）や組織市民行動

（organizational citizenship behavior = OCB）の先行要因であるという点にお

いては共通である．産業・組織心理学の目標が組織行動の説明，予測，制

御とするならば，職務態度は重要な概念である．

本論文は，職務態度概念について，中核概念である職務満足感と組織コ

ミットメントだけでなく，ジョブ・エンベッディッドネス，社会的交換関
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連の変数，その他に分けて概説する．

職務満足感
職務態度の最も代表的な概念が職務満足感である．職務満足感とは，個

人の職務や職務経験から生じる，楽しく，肯定的な感情状態であると定義

される (Locke, 1976)．注目すべき点は，この定義が情動要素（感情状態）

と認知要素（評価や査定）のふたつを含んでいる点である．

Locke (1976)は，職務満足感を理解するにあたっては価値（values）が重

要な役割を果たすとする，価値-知覚理論（value-perception theory）を提起

した．価値とは，個人が意識的にも，無意識的にも獲得したい，達成した

いという思う対象や事象である．この理論によると，職務満足感とは，仕

事が個人にとって重要な価値をどれだけ満たしているかによって評価され

る．価値–知覚理論は，次のような等式で表現される．

JS =
n

∑
i=1

(wi × (Vi −Pi))

この等式において，JSは全体的な職務満足感（job satisfaction）を表す．iは

業務上の個別領域（facets）を示す．代表的な個別要素として，給与，昇進，

管理・監督（supervision），同僚，仕事そのものが挙げられている (Colquitt

et al., 2022; Locke, 1976)．wiは i番目の業務上の個別領域（給与，仕事その

ものなど）が，個人にとってどのくらいの価値を持つか，重要であるかを

示す．Viは，i番目の業務上の個別領域が持つ価値を，個人がどれくらい

手に入れたいと欲しているかを表す．Piは，i番目の業務上の個別領域が，

現在，個人にどの程度の価値を提供しているか，その現状を示す．

この式は，職務満足感が，個別の対象に対する満足感（個別満足感）と

包括的満足感に分かれ，さらに包括的満足感は，個別満足感の集積である

ことを示唆している．
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職務満足感の測定そして包括的満足感と個別満足感の関連

職務満足感を測定するために，複数の尺度が開発されている．

第 1 に，ミネソタ職務満足質問（Minnesota Satisfaction Questionnaire =

MSQ）がある (Weiss, et al., 1967)．この尺度はロング・バージョン（100項

目）とショート・バージョン（20項目）がある．ロング・バージョンは，

成果，承認，責任，昇進，労働条件など，20の個別領域から満足感を測定

する．20領域の満足感を合算して包括的満足感を測定することも可能で

ある．Minnesota Satisfaction Questionnaire というウェブサイト1）には，英

語以外のバージョンが掲載されており，MSQの歴史やマニュアルなどが，

詳しくまとめられている．なお，ショート・バージョンについては，日本

語版の信頼性と妥当性は検証されている（森田，2006）．

第 2に，職務記述指標（Job Descriptive Index = JDI）は，1969年に Smith

et al. (1969)によって開発されたものである．JDIは，5つの個別領域から

尺度が構成されている．1）仕事自体への満足，2)給与への満足，3)昇進

への満足，4)監督への満足，5)同僚への満足に区分され，各尺度 9～18項

目の，計 72項目で測定している．

第 3に，職務一般（Job In General = JIG）尺度である．JIGは，JDIから

発展したものであり 18項目からなる．JIGは，JDIの短縮版という側面と

包括的満足感の測定という 2つの側面を持つ（Ironson et al., 1989)．JIGで

測定された包括的満足感と JDIの領域的満足感の相関係数は次の通りであ

る．①仕事自体への満足 .69，②給与への満足 .45，③昇進への満足 .42，④

監督への満足 .58，⑤同僚への満足 .54 (Gillespie et al., 2016)．Bowling Green

州立大学のウェブサイト2）にはアメリカにおける JDIと JIGの得点のパー

センタイル順位が公開されており，得られた得点が分布のどこに位置づけ

られるかを把握できる．
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職務満足感の要因と帰結

職務特性要因　職場環境に関連する職務満足感の要因として，職務特

性（Job Characteristics）がよく知られている．職務特性は，5つの中核特性

からなる (Hackman & Oldham, 1980)．5つの中核特性とは，技能の多様性

（variety），タスク・アイデンティティ（task identity），タスク重要性（task

significance），自律性（autonomy），職務のフィードバック（job feedback）で

ある．

技能の多様性とは，ある職務が多様な業務を必要とし，職務の遂行のた

めに多様なスキルや能力が求められる度合いを表す．タスク・アイデン

ティティとは，職務の全体像を理解し，職務を構成する個別の業務を始め

から終わりまでの一部始終を理解して，関わる程度を表す．例えば，工場

における製造を考えた場合，単純に部品を組み立てるだけの仕事よりも，

部品の設計から製造，検査まで一連の工程を担当する仕事の方が，タス

ク・アイデンティティが高くなる．タスク重要性は，ある職務が他の人の

生活や他の世界に重要な影響を及ぼしている程度を表す．自律性とは，職

務を遂行するうえで与えられている自由度や裁量の程度を示す．フィード

バックは，職務の遂行具合について，直接に明確な情報やフィードバック

が与えられる度合いを表す．

職務特性理論では，さらに臨界心理状態（critical psychological states）と

いう 3つの要因が中核特性と満足感を媒介する役割を果たすと考えられて

いる．臨界心理状態とは，有意味感（meaningfulness：仕事が全体として意

味があり，価値があって，遂行するに値すると感じられる程度），責任感

（responsibility：担当した仕事に対して責任を感じられる程度），結果の知識

（knowledge of results：自分の仕事を効果的に遂行できたかについて知って

いる程度）の 3要因である．Humphrey et al. (2007)のメタ分析は，中核職

務特性と満足感の直接の関係（標準偏回帰係数 β）を報告している．すな

わち，技能の多様性 .42，タスク・アイデンティティ .31，タスク重要性 .41，
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自律性 .48，職務のフィードバック .43であった (Humphrey et al., 2007)．臨

界心理状態を媒介変数として入れたときの中核職務特性と満足感の関係は

（値は β），技能の多様性 −.16，タスク・アイデンティティ −.07，タスク重

要性 −.33，自律性 −.04，職務のフィードバック .02であった．

また，Cohen-Charashand and Spector (2001)によるメタ分析によると，分配

的公正と職務満足感の関連は，.47，手続き的公正と職務満足の関連は，.43

であった．いずれ値も重み付き平均による相関係数（weighted mean r）で

ある．

情動・傾性要因　職務満足感に与える情動の役割が重視されてきている

(Judge et al., 2012; 2017)．メタ分析によれば，ポジティブ情動と職務満足感

の間に正の関連が（ρ =.34），ネガティブ情動との間に負の関連が見出さ

れた（ρ =−.33）(Thoresen et al., 2003)．なお，ρ はメタ分析で報告される

相関係数であり，サンプルサイズや測定誤差を修正した加重平均修正相関

を表す．以下，同様である．

情動と職務満足感の関連は，情動イベント理論（affective event theory;

Weiss & Cropanzano, 1996）の観点から説明される．情動イベント理論は，

情動イベントと職務満足感の関連を情動が媒介する過程が強調されている

（情動イベント→情動→職務満足感）．情動イベントとは，仕事上，体験さ

れる出来事であり，ポジティブなもの（例えば，表彰を受ける，目標を達

成する，同僚を助けるなど）やネガティブなもの（例えば，同僚と衝突す

る，批判される，期限を逃すなど）に分類される．情動イベントは，情動

反応を引き起こす．ポジティブなイベントは，喜び，満足，誇りポジティ

ブな情動をもたらし，ネガティブなイベントは，怒り，フラストレーショ

ン，悲しみといったネガティブな情動につながる．そしてポジティブ情動

とネガティブ情動は，職務満足感とそれぞれ正負の相関を示すと考えらえ

ている．例えば，Carson et al. (2011)は，ワーク・ファミリー・エンリッチ

メント（work family enrichment）というポジティブな体験（出来事の集積と
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して）がポジティブ気分を介して職務満足感を強めることを示している．

職務満足感に遺伝的影響があることは，Arvey et al. (1989)によって報告

されている．この研究は，幼少期から別々に育てられた一卵性双生児 34

組を対象に実施されたミネソタ職務満足度質問（MSQ）を含む広範な職業

歴調査の一部を分析したものである．一般的満足感に関する調整された級

内相関の値は，有意であった（ri =.309, p <.05）．また，年齢と性別の影響

を統制した上で内発的満足感（挑戦や達成など）に関する調整された級内

相関を求めたところ，有意であった（ri =.315, p <.05）．しかし，外発的満

足感（職場環境や監督管理など）の調整された級内相関は，有意でなかっ

た（ri =.109, ns）．なお，内発的満足感と外発的満足感の区別は，前者の方

が後者よりもより遺伝的影響を受けるという予測を検証するために行われ

た．結果は一見したところその予測を支持するようであるが，Arvey et al.

(1989)は，相関係数の値の検定が非有意であったため（z = 1.04, ns），この

予測を退けている．

Judge et al. (2002)によるメタ分析は，ビッグファイブ・パーソナリティ

と職務満足感の関連を報告している．誠実性（ρ =.26），外向性（ρ =.14），

開放性（ρ =.15），協調性（ρ =.17），神経症傾向（ρ =−.29）という関連性

が見出された．

Judge and Bono (2001)は，中核自己評価（core self-evaluation）の観点か

ら個人特性と職務満足感の関連をメタ分析によって検証した．中核自己

評価とは，自分自身の価値，能力について行う基本的な評価（fundamental

evaluation）を指す．基本的な評価とは，自己概念に中核的な特性であるこ

とを意味する．中核的な（評価）特性として自尊心（self-esteem），一般的な

自己効力感（generalized self-efficacy），情緒安定性（emotional stability），統

制の所在（locus of control）の 4つが同定された (Judge et al., 1997）．自尊心

とは，自分の自己価値に対する全体的な評価である (Rosenberg, 1965)．一

般的な自己効力感とは，広範に様々な状況において成功裏に行動したり対
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処したりできるという自分の能力に関する推定を示す (Chen et al., 2001)．

情緒安定性とは，落ち着いて，不安を感じない心的傾向である (Eysenck,

1990)．最後に，統制の所在とは，望ましい状況や結果が運命や強力な他

者によってもたらされるのではなく，自分自身の行動の帰結としてもた

らされるという信念である (Rotter, 1966)メタ分析の結果，4つの特性と職

務満足感の間に関連がみいだされた．自尊心（ρ =.26），一般的自己効力

感（ρ =.45），情緒安定性（ρ =.24），統制の所在（ρ =.32）であった．自

尊心に関連した変数としては，組織ベースの自尊心（organizational-based

self-esteem = OBSE）が職務満足感と相関があることが証明されている．組

織ベースの自尊心とは，個人が組織において有能で，重要な，価値のある

メンバーであると信じる程度を示す (Pierce et al., 1989)．Chen et al. (2004)

は，159人のヘルスケア・ワーカーを対象とした調査を通して，OBSE と

職務満足感の間に強い相関があることを見出した（r =.58，p <.01）．

社会要因職務満足感の環境要因として職務特性をあげたが，職場におけ

る対人関係も職務満足感の要因である．

上司との良好な関係性は，職務満足感を強めると考えられる．Rockstuhl

et al. (2012)は，23カ国の 282 の独立したサンプル（N = 68, 587）をもと

に，極端な回答スタイルの違いを統制した上で，上司とメンバーの交換関

係（Leader Member Exchange = LMX）と様々なアウトカムとの関連を国民

文化に分けて分析した．LMX と職務満足感との関連は文化に関わりなく

高かったが，水平–個人主義（西欧中心）においては r =.55であり，垂直–

集団主義（東洋中心）においては r =.45 であった．これらの文化タイプ

は，「集団主義と個人主義」そして「垂直と水平」という文化価値を組みわ

せることによって文化の特徴を表したものである．水平的・個人主義的な

文化において，自己は独立した存在として認識され，他者との対等な関係

を重視する．垂直的・集団主義的な文化において，自己は他者と相互依存

の存在であると認識され，権威への尊重を重視する．
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職場で他者から受けるソーシャル・サポートは職務特性の効果を統制し

た上でも，職務満足感を強めることが明らかにされている (Morgeson and

Humphrey, 2006)．また，同僚からのサポート（coworker support）と同僚か

らの敵意（coworker antagonism）と職務満足感の関連を検討したメタ分析

によると，サポートが正の関連（ρ =.40）を敵意が負の関連（ρ =−.30）を

示した（Chiaburu & Harrison, 2008）．

また，関係コンフリクト（ρ =−.48）がタスク・コンフリクト（ρ =−.27）

よりもチームメンバーの満足感より負の関連を持つことが示された（De

Dreu & Weingart, 2003）．コンフリクトは，一般的に職務満足感と負の関係

にあるが，穏やかなタスクコンフリクトとは，従業員の情報収集とその後

のポジティブな感情活動を強めることで，職務満足感を改善させることが

見出された (Todorova et al., 2014)．

組織外の要因であるワーク・ファミリー・コンフリクトと職務満足感と

の関連もメタ分析によって報告されている．ワークからファミリーへのコ

ンフリクトと職務満足感の相関は r = −.25 であり，ファミリーらワーク

へのコンフリクトと職務満足感の相関が，r = −.14 であった (Shockley &

Singla, 2011)．

帰結・アウトカム

業績　 “A satisfied worker is a productive worker”という格言がある．満足

度の高い従業員は生産性も高いという意味である．職務満足感と業績の関

連については，一貫した結果が得られなかったことから，産業・組織心理

学は両者に関連があるかどうかについて結論を得るために多大な努力を

払ってきた（例えば，Harter et al., 2002; Judge& Bono, 2001）. Judge and Bono

(2001)のメタ分析によると，職務満足感と業績との間には，中程度の正の

関係があることを見出した（ρ =.30）．しかし，このメタ分析は，横断的

な性質のため，職務満足感と業績がどのような因果方向を持っているか
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を決定することが出来なかった．Riketta (2008)は，この点に対処するため

に繰り返しの測定を行った 16の研究についてメタ分析を行った．この分

析は，職務態度（職務満足感と組織コミットメントの合成変数）と職務業

績とのどちらが先行要因になるかを検討した．その結果，職務態度→職務

業績（β =.06, p <.001）の方が，職務業績→職務態度（β =.00, ns）よりも

強い影響を示した．職務態度→職務業績の効果は，満足感よりもコミット

メントの方が強く（β =.08 vs.03, ps <.05），タイムラグが長い場合よりも

短い方が強い傾向があった（β =.12, p <. 01, for 1–6 months; β =.02, ns, for

7–12 months; β =.03, ns, for more than 12 months）．これらの結果から，職務

満足感が職務業績に影響する方向が，逆の可能性よりも高いと結論づけら

れた．

また，Smith et al. (1983)は，職務満足感と職務業績の関連が不明確であ

る原因を業績のとらえ方に求めた．つまり従来の研究は，役割内行動であ

る職務業績（task performance）に限定して捉えてきた．これが満足感と業

績の関連が一貫しない原因であると主張した．従業員は，不満だからと

いって最低限求められている仕事を遂行しない訳にはいかないだろう．ま

ぜなら，それは自身の雇用に関わってくるからである．また，満足してい

るからといって直ちに期待されている以上の仕事をすることは（本人がそ

れを望んだとしても），身体的にも，職務編成の上からも難しいと推測さ

れる．一方で，従業員がコントロールできる範囲の行動であればどうだろ

うか．例えば，OCB などの役割外行動は，従業員がその多寡を職務業績

よりも自由に調節できると思われる．つまり不満であれば OCBはより自

分の意志で低下させるだろうし，満足すれば向上させるだろう．それゆえ

満足感と OCBの関連は，満足感と職務業績よりも強い関連が見出される

と論じた．実際，職務満足感と OCBの頑健な関連性は，Smith et al．だけ

でなく，その後の研究でも証明されてきた (Podsakoff et al., 2009; Whiting,

Ehrhart, & Podsakoff, 2023)．職務満足感と OCB の関連は，後で改めて論

( 68 )



哲　　　学　第 152 集

ずる．

逃避行動（withdrawal behavior）　逃避行動には職務からの離脱（work

withdrawal）と仕事からの離脱（job withdrawal）の 2種類がある (Hanisch &

Hulin, 1991)．職務からの離脱は，現在の組織や仕事上の役割のメンバー

シップを維持しながら，特定の仕事上の役割の側面を回避したり，特定の

仕事上のタスクに費やす時間を最小限にするために，不満のある個人がと

る行動である．例えば欠勤（absenteeism），長すぎる休憩などである．仕

事からの離脱とは，特定の組織や仕事上の役割から自分を引き離そうとす

る従業員の努力である．離職意図（turnover intention）がこれに該当する．

逃避行動は，個人にとって好ましくない仕事によって体験されるネガティ

ブな情動経験を回避するという機能があるので，仕事に不満足な従業員は

逃避行動をとりやすくなる．逆に，仕事に満足している（好んでいる）従

業員は，逃避行動をしないと考えられる (Sagie, 1998)．

メタ分析によると，職務満足と離職意図の間の関連は，rc = −.25 で

あった (Tett & Meyer, 1993)．rc は，信頼性補正済みの重み付き平均の相関

係数（weighted average correlation corrected for unreliability）を表す．Kinicki

et al. (2002) のメタ分析は，逃避行動との関連を満足の個別領域に分け

て報告している．欠勤については，給与満足が rc = −.11，昇進満足が

rc =−.14，仕事自体満足が rc =−.14 である．離職意図については，給与

満足が rc =−.14，昇進満足が rc =−.16，同僚満足が rc =−.18，仕事自体

満足が rc =−.27であった (Kinicki et al., 2002) .

組織市民行動　 OCBは職場における，職務上の要求事項や契約上の報

酬を超えた個人的な貢献を示す役割外行動である (Organ & Ryan, 1995)．

職務満足を感じた従業員は，それに報いるために組織に貢献しようとする

と説明される (Bateman & Organ, 1983)．この心理プロセスには社会的交換

の考え方が反映されている (Blau, 1964)．Kinicki et al. (2002)のメタ分析に

よると，JDIの給与満足度，同僚満足度，仕事満足度，監督満足度は，OCB
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と関連がある（給与：rc =．23，同僚：rc =．23，仕事：rc =．16，監督：rc

=．45）．他のメタ分析においても，職務満足感と OCBの相関関係は確認

されている（ρ =.28）(Ilies et al., 2009)．

非生産的職務行動　非生産的職務行動（Counterproductive Work Behavior

= CWB）とは，組織及びその成員に有害な影響を与える行動を意味する

(Fox et al., 2001)．CWB には，攻撃行為や窃盗行為といったあからさまな

行為もあれば，指示に従わない，仕事を意図的に誤った手順で行うといっ

た消極的な行為も含まれる．OCB と職務満足が組織と個人のポジティブ

な交換と捉えられるのと同様に，不満足を感じた従業員は非生産的な行

動をとり，満足している従業員は非生産的行動を示さないと仮定される．

実際に，Dalal (2005)のメタ分析によれば，職満満足感と CWBの関係は，

Mean ρ =−.37だった．Mean ρ は，サンプルサイズで重み付けされた相関

の補正平均を表す．

組織コミットメント
組織コミットメントとは，従業員が組織に留まりたいと思う気持ちの程

度として定義される．組織コミットメントは，情動（感情的な愛着と同一

化），認知（目標・規範・価値観の内面化と同一化）そして行動レディネス

（組織ために貢献しようという行動準備）という 3要素を持つとされる．

この定義を発展させて，Allen and Meyer (1990)や Mayer and Allen (1991)

は，組織コミットメントを，1）情動的コミットメント（affective commitment），

2）継続コミットメント（continuance commitment），3）規範コミットメン

ト（normative commitment）に区分した．

情動的コミットメントは，組織に対する心理的愛着に基づく情緒的な帰

属意識である．1）組織の一員として組織に留まりたいという希望を強く

持ち，2）組織の価値やゴールを受け入れて，内面化する．そして 3）組織の

ために懸命に働きたいという気持ちといった 3つの特徴を持つ．“wanting
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to stay”と表現される．次に，継続コミットメントとは，組織を去ること

に伴う代償や転職の有無に基づく組織への関与と定義される．辞めると損

だから所属するという意識である．これまで組織に投入した投資の関数

によって組織への関与度合いが決まるので，サンクコスト・コミットメン

トとも呼ばれる (Shore et al., 2000)．例えば，今，辞めてしまうと退職金が

目減りする（高い犠牲）や他に転職する先が考えられない（低い代替可能

性）といった従業員は継続コミットメントが高いと予想される．“needing

to stay” と表現される．規範コミットメントとは，個人が組織に対して抱

いている義務感や恩義によって感じる組織との親密感と定義される．道徳

的コミットメントと呼ばれる場合もある．例えば，「上司は私に多くの時

間をかけて私の教育してくれた」，「あるいはこの組織は，不況であったに

も関わらず私を採用してくれた」といった感覚から組織にとどまるといっ

た状況である．“being obliged to stay”と表現される．

組織コミットメントは，リッカート形式による質問項目を使って測定さ

れることが一般的である．項目例は，情動的コミットメントは，「私の仕

事生活（キャリア）の残りを今の会社で過ごせたら，とても幸せだ」，「私

はこの会社の問題をまるで自分自身の問題であるかのように感じる」，継

続コミットメントは，「たとえ望んだとしても，今，この会社を離れるのは

難しい」，「もしこの会社にこれほど長く身を置いて働いていなかったら，

他で働くことも考えたかもしれないのに」，規範コミットメントは，「今，

この会社を辞めることに罪の意識を感じる」，「私は，会社に恩義を感じて

いる」などである (Allen & Meyer, 1997; Meyer & Allen, 1997)．

コミットメントのターゲット

これまで組織をターゲットとしたコミットメントに限定して論じてき

た．しかしながら，コミットメントのターゲットでは，組織だけでなく

チーム，職務，キャリアなど様々なターゲットが想定されうる (Klein &
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Park, 2021)．職務に関しては，職務関与のところで詳しく扱う．職務以外

で言えば，職務の目標 (Klein et al., 2001)，組合 (Gordon et al., 1980)，キャ

リアなどがある．キャリア・コミットメント（Career Commitment）につい

ては，組織コミットメントとは異なる独自の尺度も開発されている (Blau,

1985; Carson＆ Bedeian, 1994)．

また，Klein et al. (2014)は，ターゲット・ニュートラルな単次元尺度を開

発した．この尺度は KUT（Klein et al. Unidimensional Target-free measure）と

呼ばれ，4項目からなる．項目例は，“How committed are you to [your/the/this]

[target]? ”である．測定にあたっては，研究の実行者が［］内にコミットメ

ントのターゲットを自由に指定するという方法である．内的一貫性に基づ

く信頼性は，ターゲットを様々に入れ替えても α ≧ .80という水準であっ

た．また，ターゲットを組織，チーム，職業に分けた場合に違いと個人内

の違いを分散分析によって検証したところ，対象間の違いが個人内変動に

比べて有意に大きかった．また，ターゲットと組織にした場合，情動的コ

ミットメントや規範コミットメントと有意な関連が見出された．よって，

妥当性も検証されたと考えられる．

要因と帰結

組織コミットメントの要因は，組織の機構（organizational mechanism），

個人要因，社会要因に分けて論ずる (Levy, 2020)．

組織の機構とは，職場の仕組みや制度である．Colquitt et al. (2013)のメ

タ分析は，手続き的公正と組織コミットメントの修正済み母相関が，.45

であり，分配的公正と組織コミットメントの修正済み母相関が，.40 であ

ると報告している．Wayne et al. (2013)は，組織が家庭に支援的であると

いう知覚が，本人と配偶者の情動コミットメントに関連することを 408組

の夫婦のデータを用いて検証した．組織が家庭に支援的であるという従業

員の知覚は，情動コミットメントに直接影響を与えるだけでなく，仕事か
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ら家庭へのエンリッチメントを介して従業員本人や配偶者の情動コミッ

トメントに影響を及ぼすことを見出した．興味深いことに従業員本人の

情動コミットメントと配偶者の情動コミットメントは，互いに高め合う

（reciprocate）関係であることが見出された．また，柔軟な働きかたの施策

（Flexible Work Arrangement = FWA）と組織コミットメントの関連も見出さ

れている (Chen & Fulmer, 2018)．FWAとは，標準的・伝統的に規定されて

きた時間や場所に制約されずに働くことを容認するオルタナティブな労働

オプションと定義される (Rau & Hyland, 2002)．具体的には，時短勤務，フ

レックスタイム制，テレワーク，ワーケーションなどが該当する．この研

究は，FWA と従業員の態度との関係について検討した．Chen and Fulmer

(2018)は，FWAを 3つの側面から捉えた．第 1に，従業員が知覚する利用

可能な FWA数，第 2に，従業員が知覚する利用可能な FWAの種類，第 3

に，従業員の実際の FWA利用である．これらの側面が，職務満足感や組

織へのコミットメント与える影響を，マルチ・レベルの観点から多くの企

業からデータセット（1,799社，17,895人の従業員）を用いて分析した．分

析の結果，従業員が知覚する利用可能な FWA数が多い従業員ほど，組織

コミットメントや職務満足感が高い傾向が見出された．

個人要因は，従業員の様々な個人特性を表す．Meyer et al. (2002)によ

るメタ分析は，情動コミットメント，継続コミットメント，規範コミット

メントに分けて関連性を報告している．例えば，年齢とコミットメントの

相関は，情動コミットメント，継続コミットメント，規範コミットメント

の順で，それぞれ ρ =.15，ρ =.14，ρ =.12 であった．勤続年数とコミッ

トメントの相関は，それぞれ ρ =.16,，ρ =.21，ρ =.17 であった．継続コ

ミットメントの値が若干高い点は，サンクコストを反映しているようで

興味深い．統制の所在（値が高いほど外的統制の所在であるようにコー

ディング）および自己効力感と情動コミットメントとの相関は，それぞれ

ρ =−.29，ρ =.11であった．
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最後の社会要因は，職場の社会的相互作用や人間関係に関わる先行因で

ある．Martin et al. (2016)のメタ分析は，リーダーとメンバーの交換関係

（LMX）と情動コミットメントの関連が，ρ =.49 であると報告している．

また，組織サポートと情動コミットメント，継続コミットメント，規範コ

ミットメントの関連は，それぞれ ρ = −.63，ρ = −.11，ρ =.47 であった

(Meyer et al., 2002)．情動的コミットメントとの関連の強さが目を引くが，

これらの変数は，個人と組織の社会的交換関係を反映しているという共通

点があるからと推測される．職務態度と社会的交換の関連について詳細は

後述する．また，役割曖昧性および役割葛藤と組織コミットメントの関連

も見出されている．役割曖昧性と情動コミットメント，規範コミットメン

ト，継続コミットメントの相関は，それぞれ ρ =−.39，ρ =−.21，ρ =.10

であった．役割葛藤と情動コミットメント，規範コミットメント，継続コ

ミットメントの相関は，それぞれ ρ =−.30， ρ =−.24， ρ =.13であった．

役割曖昧性および役割葛藤は，情動コミットメント，規範コミットメント

とは負の相関があったが，継続コミットメントとは正の相関があった．

組織コミットメントの帰結は，業績と逃避行動に分けて論ずる．

職務業績と情動コミットメント，継続コミットメント，規範コミット

メントそれぞれの関連は，それぞれ ρ =.16，ρ = −.07， ρ =.06 であった

(Meyer et al., 2002)．役割外行動である組織市民行動と組織コミットメン

トの関連は，情動，継続，規範の順に ρ =.32，ρ =-.01，ρ =.24 であった

(Meyer et al., 2002)．一方で，非生産的職務行動と組織コミットメントの関

連は，平均 ρ =.28であった (Dalal, 2005)．また，Gill et al. (2011)は，上司

と部下 120ペアを対象とした調査を通して，情動コミットメントと非生産

的職務行動に類似した逸脱行動の間に負の相関（r = −.32）を見出した．

一方，継続的コミットメントと逸脱行動の間には，正の相関（r =.15）が

見出された．他の組織に移る選択肢がなくサンクコストに基づいて組織に

所属する従業員が非生産的職務行動を示すことを示唆する．
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逃避行動との関連であるが，自発的欠勤と情動コミットメントとの間の

関連は，ρ =.-.22であった．継続コミットメントや規範コミットメントと

の間にはそのような関連は見いだされなかった (Meyer et al., 2002)．転職

意思との関連は，情動コミットメント，継続コミットメント，規範コミッ

トメントの順で，ρ =−.17，ρ =−.10，ρ =−.16であった．

ジョブ・エンベッディッドネス（Job Embeddedness）= JE）
概念の定義

ジョブ・エンベッディッドネスとは，従業員が職場や自分の会社にどれ

だけ埋め込まれているかを表す概念である．ジョブ・エンベッディドネス

は，「職場への埋め込み」という日本語も考えられるが，本論文はジョブ・

エンベッディドネスと表記する．以下，JEと略記する．

JE とは，従業員を職場に留まらせることに影響を与える心理的，社会

的，金銭的な影響の集積として定義される (Zhang et al., 2012)．従業員は，

他の人々，グループ，組織，場所，そして様々な事物とのつながり（tie）

によって職場や地域社会（community）に留まるとされる．この定義が示

すように，JEは，埋め込みのプロセスをオン・ザ・ジョブの埋め込みとオ

フ・ザ・ジョブの埋め込みに分けた．オン・ザ・ジョブとオフ・ザ・ジョ

ブの両方が絡み合って，個人が「はまって（stuck）」しまう「網（web）」を

形成する (Halvorsen et al., 2020)．この「網」に強く「はまって」いる個人

ほど，職場を離脱するのが難しくなる．また，その職場を離れると失うも

のが多いほど，個人は職場にとどまる可能性が高くなる (Lee et al., 2014;

Mitchell et al., 2001)．そして，従業員と組織および地域社会との結びつき

の強さは，フィット（fit），リンク（link），サクリファイス（sacrifice）の 3

要素の関数であると仮定する (Lee et al., 2004; 2014) .

はじめに，フィットとは，自分と組織や地域の間の適合（compatibility）

や快適さの知覚である．フィットもオン・ザ・ジョブとオフ・ザ・ジョブ
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に分かれる．オン・ザ・ジョブ・フィットは，従業員が持つ価値観，キャ

リア志向，知識，スキル，能力と組織の文化や職務要件が一致している状

態である（Zhang et al., 2012）．オフ・ザ・ジョブ・フィットとは，ある個

人が，自分が住んでいる地域社会に好ましくつながっていると感じる程度

や適合の程度を表す．この感覚に影響を与える要素は，天候，学校，所在

地，地域の快適さ，政治的・宗教的風土，娯楽活動などである (Halvorsen

et al., 2020)．組織と地域社会への適合感が強いほど結果として現在の職場

や組織に留まる傾向が強いと考えられる．

次に，個人が組織や地域社会における他者や諸活動に構築した「リン

ク」が組織にどれだけ長く留まるかを決定すると考える．オン・ザ・ジョ

ブのリンクとは，個人，機関（組織），他の人との間の公式的・非公式的

なつながりを示す．オフ・ザ・ジョブのリンクとは，職場以外の機関やコ

ミュニティ団体との人との非公式的・公式的な関係を表す．これらには，

地域の学校やコミュニティ団体におけるボランティア活動や親戚を含めた

家族のつながりなどが含まれる (Halvorsen et al., 2015)．これらのリンクが

強いほど現在の職場や組織に留まると考えられる．

最後にサクリファイス（犠牲）は，フィットやリンクがどれほど容易に

壊れうるかを表す要素である．もし従業員が，職場や組織に留まるか去る

かを意思決定する場合，職場と地域社会の両方の観点から離脱する選択を

した場合に払うべき犠牲について考慮するだろう (Lee et al., 2014; Mitchell

et al., 2001)．オン・ザ・ジョブのサクリファイスとは，組織を離れること

による現実的な，心理的，社会的，物質的なコストである (Lee et al., 2004;

Mitchell et al., 2001)．例えば，個人が組織を離れると，仕事，気の合う同

僚，興味深いプロジェクト，金銭的・非金銭的な利益などを失うコストを

支払わなければならない．オフ・ザ・ジョブのサクリファイスは，新しい

仕事に移るためにコミュニティを離れることによって生じする現実的な，

心理的，社会的，物質的なコストである (Mitchell et al., 2001)．例えば，転
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居を伴う離職であれば，これまで自分や家族が構築してきた地域社会との

つながりを失うというコストを支払うことになる．これらのコストが大き

いほど，組織に留まろうとすると考えられる．サクリファイスという要素

は，転職理論（turnover theory）の影響を強く受けている (March & Simon,

1958)．それは，従業員が組織を離れようとする意思は，一つの組織から別

の組織へ移動することの望ましさと容易さの関数によって決まるという主

張である．つまり，個人は，組織を離れることによって新たに得られる利

益と離脱することによって生じるオン・ザ・ジョブとオフ・ザ・ジョブの

損失（サクリファイス）を比較考量して転職を決めると考えられる．

このように JEは，転職理論から発展してきたが，特に Lee and Mitchell

(1994) が提起した自発的転職の展開モデル（Unfolding Model of Voluntary

Turnover）の影響を受けている．展開モデルとは，個人の自発的な転職行

動を説明する包括的な心理モデルである．このモデルは，ショックとよ

ばれる出来事や体験が転職の契機となることや転職をするかどうかを決

定するに至る個人内の心理分析に注目して，転職が決定される過程を 4

パターンに分類した．展開モデルは，Lee and Mitchell (1994)，Mitchell and

Lee (2001)，Morrell et al. (2008)に詳しい．

さて，ショックとは，仕事を辞める，会社を離れるといった選択を検討

せしめるショッキングな出来事であると定義される (Lee et al., 1999)．し

かし，同じショックであっても転職する従業員もいれば，留まる従業員も

いるのはなぜかという疑問が残った．この問いに対する一つの答えが，オ

フ・ザ・ジョブの影響である．Mitchell and Lee (2001)は，オン・ザ・ジョブ

だけでなく，オン・ザ・ジョブの影響も考慮した「個人を職場に留める力」

を捉えようとして，ジョブ・エンベッディドネスという概念を提起した．
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ジョブ・エンベッディドネスに関連する変数

Kiazad et al. (2015)は，JEを仕事に基づくエンベッディドネス（work-based

embeddedness）と仕事以外に基づくエンベッディドネス（non-work-based

embeddedness）にわけ，それらの先行要因と帰結について理論モデルを提示

している．仕事に基づくエンベッディドネスの先行要因は，家族，職業的コ

ミュニティ，高パフォーマンスを導く人的資源管理施策（High-Performance

Work Practices = HPWP）である．仕事以外に基づくエンベッディドネスの

先行要因は地域コミュニティ，家族，職業的コミュニティである．家族に

ついて，従業員の近隣に住む家族が多ければ，家族からサポートを受ける

ことができる．近隣の家族とのつながりが強ければ，その従業員はその地

域環境に埋め込まれていると考えることができる．職業コミュニティと

は，キャリアサポートや，職業的発達機会，専門知識を与えてくれるよう

なコミュニティである．これは従業員が就いている職業への埋め込みが強

まるように作用する．HPWPはスキル促進的要素，機会促進的要素，動機

づけ促進的要素の 3つに分けられる．HPWPのスキル促進的要素とは，職

場で行われる教育訓練や自己啓発補助などの人材育成投資である．機会促

進的要素とは，従業員への意思決定権限の付与，自律的なチームワークな

どである．動機づけ促進的要素とは，フィードバック，成果と連動した報

酬などである．これらの 3要素は仕事に基づくエンベッディドネスと正の

関係にあると予測されている．

地域コミュニティの要素としては，友人や社会制度，地域の天候や文

化，安全な居住環境，通勤距離の近さなどがある．また，配偶者が居住地

域で職を得ている場合など，従業員の家族のコミュニティへの埋め込みも

含まれる．

仕事に基づくエンベッディドネスおよび仕事以外に基づくエンベッディ

ドネスが予測するアウトカムは，共通のものが提示されている．すなわ

ち，離職意図，CWB，OCB，タスク・パフォーマンスである．
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Jiang et al. (2012)のメタ分析は，JEをオン・ザ・ジョブ・エンベッディ

ドネス（以下オン・ザ・ジョブ JE）とオフ・ザ・ジョブ・エンベッディド

ネス（以下オフ・ザ・ジョブ JE）に分け，JEとアウトカムの関係について

報告している．JEと離職意図の関連は，オン・ザ・ジョブ JEが rc =−.48，

オフ・ザ・ジョブ JE が rc = −.22 であった．実際の離職との関連は，オ

ン・ザ・ジョブ JEが rc =−.19，オフ・ザ・ジョブ JEが rc =−.12であっ

た．仕事探索行動との関連は，オン・ザ・ジョブ JE が rc = −.24，オフ・

ザ・ジョブ JE が rc = −.09 であった．Jiang et al. (2012) は，JE と職務満

足，情動コミットメント，職務業績についても関連についても分析した．

職務満足との関連は，オン・ザ・ジョブ JEが rc =.64，オフ・ザ・ジョブ

JEが rc =.22であった．情動コミットメントとの関連は，オン・ザ・ジョ

ブ JEが rc =.61，オフ・ザ・ジョブ JEが rc =.16であった．職務業績との

関連は，オン・ザ・ジョブ JEが rc =.18，オフ・ザ・ジョブ JEが rc =.10

であった．なお，オン・ザ・ジョブ JEとオフ・ザ・ジョブ JEの相関係数

は rc =.31であった．

社会的交換に関連する職務態度
社会的交換の定義

従業員–雇用主関係（employee–employer relationship），つまり個人と組

織の関係は，一種の社会的交換関係の枠組みからとらえられる．Colquitt

et al. (2014)は，社会的交換と関連の深い測定可能な概念として，知覚さ

れた組織サポート（perceived organizational support），交換の質（exchange

quality），情動コミットメント（affective commitment），信頼（trust），心理

的契約（psychological contract）を取り上げた．

社会的交換理論は，単一のモデルではなく，複数の学問領域からの視点

が統合されたものである (Colquitt et al., 2014; Cropanzano & Mitchell, 2005;

Cropanzano et al., 2017)．Blau (1964) は，社会的交換とは，2人以上の人物
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間で行われる，有形無形の交換活動であり，何らかの便益を得たり，コス

トを払ったりする関係であると定義した．社会的交換とは，交換される具

体的な内容やその期間が明確には決まっていないが，好意や便益を義務的

に交換したいという気持ちに基づく関係であり，その関係に関与したい

という気持ちを当事者は持っているという特徴がある．これに対して，経

済的交換は，利得と返済の計画が明確に定められている契約的な関係で

ある．

社会的交換は，先の定義で含意されているように互酬性や互恵性の規範

（norm of reciprocity）によって支配されている．互酬性の規範とは，受け

取った恩恵や便益に対しては何らかの形で返報するという社会的な義務や

期待を表している．つまり，他人から何かを受け取った時，個人はそれに

報いなければならないという義務感を抱く．社会的交換でやり取りさせる

資源は，金銭や物品のような物質的なものだけでなく，情報，あるいは愛

や地位といった象徴的なものも含まれる (Foa & Foa, 1980)．

以下の節からは，社会的交換に関わる概念について概説する．知覚され

た（perceived support），交換の質（exchange quality），情動コミットメント

（affective commitment），信頼（trust），心理的契約履行（psychological contract

fulfillment）を取り上げる．

社会的交換に関連する具体的な職務態度

知覚された組織サポートは，従業員と組織の関係を従業員の視点から捉

えようとする概念である (Kurtessis et al., 2017)．組織が従業員の貢献をど

の程度評価し，従業員のウェルビーイングにどの程度気にかけているかに

ついての信念と定義される（Eisenberger et al., 1986）．組織の従業員に対す

る一般的な態度（肯定的なあるいは否定的な）を従業員がどのように知覚

しているかを表している．サポートの源泉が上司である場合は，知覚され

た上司サポートと呼ばれる (Eisenberger et al., 2002)．
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交換の質は，2者の交換パートナー間の関係が，相互の尊重，信頼，義

務感によって特徴づけられる程度と定義される (Colquitt et al., 2014; Graen

& Uhl-Bien, 1995)．上司と部下（従業員）のダイアド（dyad）を対象とする

場合，交換の質はリーダーとメンバーの交換と呼ばれる (Graen & Uhl-Bien,

1995)．同僚メンバー全般と従業員の間のダイアドを対象とする場合は，

チームとメンバーの交換と呼ばれる (Seers, 1989)．組織と従業員のダイア

ドを対象とする場合，組織-メンバー交換と呼ばれる (Karriker & Williams,

2009)．

情動コミットメントは，個人が組織に対して抱く愛着を示す．社会的交

換の観点からは，好ましい結果を組織から受け取った従業員は，その交換

として，愛着を組織に向けるものと想定される．内容も組織コミットメン

トについては前述の内容も参考にして欲しい．

信頼とは，一方の交換パートナーが，もう一方の交換パートナーに対し

て脆弱である（vulnerable）ことを受け入れることであるが，それは監視や

統制がなくても相手が何らかの行動をとってくれるだろうという期待に

基づいている (Mayer et al., 1995)．また，McAllister (1995) は，信頼とは，

交換相手の言葉や意図に対する肯定的な期待であり，また相手の言葉や

意図に基づいて行動する意思であると定義した．脆弱さを受け入れを強

調した Mayer et al. (1995) 概念は，信頼を一次元的として捉えている．一

方，McAllister (1995)は，信頼を，二次元から捉えている．信頼に値するか

どうかに関する合理的な評価に基づく認知に基づく信頼（cognition-based

trust）と交換相手と自分を結びつける感情的な絆に根差した感情ベースの

信頼（affection-based trust）の二次元である．

心理的契約とは，雇用主と従業員の間に存在する，明文化されていな

いが相互に期待される約束や義務を表す (Rousseau, 1990)．心理的契約は，

法的な拘束力はないものの，社会的な関係や評判に基づいて遵守される

ことが期待される．心理的契約は，金銭など経済の側面に重きをおいて利
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益と貢献に基づく短期的な交換関係を強調する取引的契約（transactional

contract）から，経済的な側面だけでなく心理・社会的な側面も重視する長

期的な交換関係である関係的契約（relational contract）まで幅がある．前者

は，一生懸命に働く代わりに給与をもらうといった交換関係であり，後者

は，雇用を保証してもらう代わりに忠誠心や帰属意識を示すといった交換

関係である (Robinson et al., 1994; Rousseau, 1990)．

社会的交換関係の変数と他の変数の関連

公正さと組織市民行動の関連は，社会的交換の枠組みから説明される

(Moorman, 1991; Organ, 1988)．従業員は，組織からの公正に処遇に対して

恩恵を抱き，これに対して，返報したいという気持ちをいだく（互酬性

の規範）．具体的な返報行動として組織市民行動を示すと考えられてい

る．ここから「組織からの便益」→「互酬性に基づく社会的交換関係」

→「返報行動」という連鎖が，従業員と組織の関係と捉える一種の枠組

みとして形成される (Cropanzano et al., 2001)．この枠組みにおける「互酬

性に基づく社会的交換関係」の部分に知覚された組織サポート（perceived

organizational support），交換の質（exchange quality），情動コミットメント

（affective commitment），信頼（trust），心理的契約（psychological contract）

などが仮定される (Cropanzano et al., 2017)．「互酬性に基づく社会的交換関

係」変数は，公正さや人的資源施策などの職場環境と業績や組織市民行動

といったアウトカムとの関連を媒介する役割が想定され，その連鎖が繰り

返し実証されてきた (Allen et al., 2003; Colquitt et al., 2014; El Akremi et al.,

2010; Eisenberger et al.,2010; Lavelle et al., 2009; Lester et al., 2007; Yang et al.,

2009;)．
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その他の職務態度
職務態度として定義される概念は他にも多く存在する．繰り返しになる

が，Bowling (2020)は，本論文が取り上げた職務満足感，組織コミットメン

ト，組織サポート以外にも，組織同一化（organizational identification），エン

ゲージメント（engagement），職務関与（job involvement），公正さ（justice）

をあげている．これ以外にも，心理的エンパワーメント（psychological

empowerment），個人–環境適合（Person–Environment Fit = P–E fit）も含まれ

るかもしれない．これらの概念についても簡単に取り上げたい．

組織同一化とは，組織と一体であり，帰属しているという知覚であり，

自分が組織のメンバー（一員）であるという観点から自分自身を定義する

ことである (Mael & Ashforth, 1992)．つまり，個人が組織の一員であるこ

とを認知し，組織と自己を同一視する心理的プロセスである．組織同一

化の強い個人は，組織の目標や価値観を自分のものとして受け入れ（内

面化し），組織の一員としての役割を果たすことに誇りを感じる．Lee et

al. (2015)のメタ分析では，組織同一化は，職務満足感，職務関与，組織コ

ミットメントや役割内行動や役割外行動との関連が強いことが見出されて

いる．

従業員エンゲージメントは，研究者以上に，実務家の間で頻繁に言及さ

れる概念かもしれない．米国のギャロップ社は，毎年，エンゲージメント

の水準を国際比較したデータを報告している．日本人のエンゲージメント

の高い社員の割合の低さが話題になったりする．2023年データによると

5 %であった (Gallup, 2023)．ギャロップ社は，エンゲージメントを組織に

対して強い愛着を持ち，仕事に熱意を持っている状態として捉えている．

エンゲージメントの学術的な定義は，Kahn (1990)と Schaufeli et al. (2002)

による定義がよく知られている．Kahn (1990)は，パーソナル・エンゲージ

メント（personal engagement）とは，組織のメンバーが自分自身を仕事の役

割に結びつけることであり，エンゲージメントされている状態では，個人
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は，身体的，認知的，感情的に自分自身を用いて表現しながら役割を遂行

するとされる．対照的に，パーソナル・ディスエンゲージメント（personal

disengagement）とは，自分自身を仕事の役割から切り離し，ディス・エン

ゲージメントの状態では，個人は，身体的，認知的，感情的に自分自身を

引きこもらせて防衛しながら役割を遂行するとされる．この定義には，身

体的，認知的，感情的にエンゲージされているという 3 つの要素が含ま

れている．エンゲージメントとは，仕事や他者とのつながりを促進する仕

事行動において，個人の「望ましい自己」の活用と表現を同時に行うこと

により，仕事や他者とのつながり，個人のプレゼンス（身体的，認知的，

感情的），完全な役割遂行を高めようとするものであるとされる (Saks &

Guruman, 2020)．

Schaufeli et al. (2002) の定義は，特にワーク・エンゲージメントの定

義として知られている．ここで，エンゲージメントはバーンアウトの対

極にあるもの，あるいは積極的なアンチテーゼであると考えられている

(Maslach et.al., 2001)．ワーク・エンゲージメントとは，活力（vigor），献

身（dedication），没入（absorption）を特徴とする，仕事に関連した前向き

で充実した心的状態と定義される (Schaufeli et al., 2002)．活力とは，仕事

中の高いレベルのエネルギーと精神的回復力（resilience）を意味する．献

身とは，自分の仕事に強く関与し，意義，熱意，挑戦の感覚を経験するこ

とを意味する．没入とは，自分の仕事に完全に集中し，没頭することを意

味する．さらに，エンゲージメントは，特定の対象，出来事，個人，行動

に焦点を向けたものや瞬間的な心的状態に注目する概念ではなく，より持

続的で広範な感情的認知的状態に注目する概念である．ワーク・エンゲー

ジメントは，職務要求–資源コントロール・モデル（Job–Demand Resource

Model）に基づいている．つまり職務要求と資源の関数によってエンゲー

ジメントやバーンアウトは決定されるという考え方である．資源が要求を

上回っている場合，エンゲージメントに至り，逆の場合は（要求が資源を
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凌いでのしかかる場合は），バーンアウトが生じると説明される．近年は，

ワーク・エンゲージメントの観点からエンゲージメントを捉える研究が優

勢と思われる．

職務務関与は，ワーク・エンゲージメントと同様に職務や仕事に対する

態度を扱った概念である．職務への関与とは仕事と心理的に同一化する度

合いであり，仕事の成功が自己価値（self-worth）に重要である程度である

定義される (Kanungo, 1982)．

公正さは，組織に対する公正さの知覚であり，3つの下位次元からなる．

すなわち分配や意思決定の結果に対する公正知覚である分配的公正，決定

の手続きやプロセスの公正知覚である手続き的公正，手続きの執行者であ

る権限者に対する公正知覚を扱う相互作用的公正である．相互作用的公正

は，対人感受性に関わる対人的公正と説明や正当化に関わる情報的公正に

さらに分解される場合もある (Colquitt, 2001)．公正さは，職務満足や組織

コミットメントなどの種々の職務態度や OCBと関連することが知られて

いる．

心理的エンパワーメントとは，従業員が職場の環境に対して，どれくら

い影響を及ぼすことが出来るかと信じたり，仕事や職務が大きな目的達成

に寄与していると信じる度合いである．仕事に対する内発的な動機づけを

表す概念である (Spreitzer, 1995)．有意味性（meaningfulness），自己決定性

（self-determination），有能感（competence），影響行使（impact）によって支

えられる．有意味性とは，自分の理想や目標や目的に価値があるかどうか

を意味する．自己決定性は，仕事や業務の進め方について，自分で選択し

ているという感覚を意味する．有能感は，仕事や業務を成功裏に成し遂げ

られるという信念を表す．影響行使は，自分の行動が違いを生み出せる，

目標達成に向けて前進させるという感覚を意味する．

個人環境適合（P–E fit）とは，個人と職場環境の間の適合や調和の程度を

表す (Kristof-Brown & Guay, 2011)．個人と環境は，それぞれ，特徴や要求，
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価値観，目標などがあるが，それらが互いにマッチすると，P–E fitが高い

とされる．P–E fitはさらに 2つのカテゴリに分けられる．1つは追補的適

合（supplementary fit）で，これは個人が環境（組織）の価値観，目標，組

織文化に類似している程度を指す．もう 1つは相補的適合（complementary

fit）である．個人と組織は，それぞれが相手に求めるものと提供できる

ものがあると考えられるが，それらが合致している場合，相補的な適合

が成立する．環境（組織）が要求するものに応える能力を個人が有して

いる程度は，要求–能力の適合（demands–abilities fit）と呼ばれる．逆に，

個人が求めるもの（欲求）に応えられるものを，組織が供給出来ている

程度は，欲求–供給の適合（needs–supplies fit）と呼ばれる．また，P–E fit

には，E（環境）をどのように定義するかによってさまざまな種類に区

分できる．例えば，個人–職業適合（Person–Vocation Fit = P–V fit），個人–

組織適合（Person–Organization Fit = P–O fit），個人–職務適合（Person–Job

Fit = P–J fit），個人–上司適合（Person–Supervisor Fit = P–S fit）などがある．

Kristof-Brown et al. (2005) のメタ分析によると，個人–組織適合（P–O fit），

個人–職務適合（P–J fit），個人–上司適合（P–S fit）と転職意思，職務満足

感，組織コミットメント，職務業績の間に有意な正の関連が見出された．

考察
本論文は，職務態度と考えられる概念を広くとらえて概説をしたもので

ある．しかしながら，職務態度として分類される概念の範囲や境界は，曖

昧である．組織の公正さや組織サポートは，態度よりも「知覚」により近

い概念かもしれない．組織同一化や職務関与は，「アイデンティティ」つま

り自己に関連する概念ともとらえられる．組織コミットメント，ジョブ・

エンベッディドネスは態度というよりも個人と組織の結合の主観的な評価

と述べた方が妥当であるかもしれない．ワーク・エンゲージメントは，「モ

チベーション（動機づけ）の状態」とも言えるだろう．モチベーションの
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状態までも含めるなら，職務関連の制御焦点も職務態度と見なせるかもし

れない (Lanaj et al., 2012)．また，そもそも組織コミットメントや組織同一

化など，対象が職務ではない．このように職務態度は，キャッチ・オール

（catch-all）な包括用語（umbrella term）となっている (Bowling, 2020)．この

ため，多くの概念が職務態度の傘の下に包含されている．これは，産業・

組織心理学が，社会心理学の理論を組織に応用するだけでなく，組織の現

場の問題を解決しようとする実践的な試みから発展してきたという経緯も

あるだろう．現実の課題を正確に測定しようとする試みから，多くの概念

が生み出されて，多様化が進んだのかもしれない．

しかし，この状況は概念の過剰（construct proliferation）とも言えないだ

ろうか．“old wine in a new bottle” という問題である．実際，職務満足感

とワーク・エンゲージメントとの項目はきわめて類似している．また，

Newman et al. (2010)は，職務満足感，情動コミットメント，職務関与を基

底する “A-factor”という高次の態度因子を抽出して，ワーク・エンゲージ

メントとの相関を検討したところ，r =. 77という値を得た．概念の冗長性

や重複性は，倹約性の原理やオッカムの剃刀に反するとも考えられる．職

務態度の諸概念の弁別妥当性を改めて検証する研究が求められる．Judge

et al. (2012; 2017)は，職務態度を職務満足感と組織コミットメントに限定

して捉えようとした．この捉え方は職務態度がキャッチ・オールな概念と

して捉えられることを避けようとした意図があると推測される．

Bowling(2020) は，職務態度とは厳密には態度に分類できないと思われ

る多様な概念を含むので，「職務態度」の代わりに「職場における心理的

構成概念（workplace psychological concept）」という包括用語の使用を提案

した．この用語の是非はともかく，「職務態度」と考えられる各概念を並

列するだけでなく，新たな視点や枠組みから，各概念間の関係性や対応を

考えて整理する必要があるだろう．

我々は，組織サポート，交換の質，情動コミットメント，信頼，心理的
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契約を社会的交換という視点から集約して説明することを試みた．これも

新たな枠組みから複数の職務態度概念を統合的に理解する試みの一つで

ある．他にも，概念の対象の違いによって分類するという方法もあるだろ

う．例えば，職務を対象とする概念であるか（例えば，ワーク・エンゲー

ジメントや職務関与），組織を対象とする概念であるか（例えば，組織コ

ミットメント）という方法である．また，心理学者は，態度がどのように

行動を導くという態度–行動関係（attitude–behavior relation）に関心を寄せ

てきた (e.g., Ajzen & Fishbein, 1977; Albarracín et al., 2001; Bechler et al., 2021;

Glasman & Albarracín, 2006; Kim & Hunter, 1993)．改めてこの視点に基づい

て，職務態度が行動やアウトカム（e.g.,職務業績，組織市民行動，非生産

的職務行動など）を予測する役割や機能に注目して各概念を整理する試み

の有効かもしれない．例えば，種々の職務態度変数を，アウトカムや行動

の遠離要因（distal factor）であるか，それとも近接要因（proximal factor）

であるかという点から整理する方法もあるだろう (Bowling et al., 2020)．つ

まり行動やアウトカムから遠離した職務態度と近接した職務態度を理論的

に区分する．職務態度を職務業績といった行動に対する遠離要因と近接要

因に分けることは，職務変数間の関連を仮定することである．よって，職

場環境や個人差変数を独立変数と置くならば，これらと職務業績やアウ

トカムの間を複数の職務態度が媒介する連続媒介モデル（serial mediation

model）も有効な検証すべき仮説モデルになりうる（Hayes, 2022;林・内藤，

2023）．

最後に，本研究の限界と課題であるが，紙幅の関係もあり実際の測定尺

度に言及できなかった．また，職務態度概念を紹介して，概念の過剰とい

う問題点を指摘したが，代替となる有効な視点や枠組みを十分に提供でき

なかった．また，本研究が言及した研究の大部分は，北米を中心とした地

域で得られた研究成果である．WEIRD (Western, Educated, Industrial, Rich,

and Democratic) としばしば指摘される偏ったサンプルや知見に依ってい
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る (Henrich et al., 2010; Muthukrishna et al., 2020)．職務態度研究の一般化可

能性や文化差の問題については，論じることができなかった．これらの点

は，今後の検討課題としたい．
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